医　療　対　策　課
医　療　人　材　確　保　グ　ル　ー　プ

　　高い資質を備えた医師の確保を図るため、自治医科大学への運営協力等を行うとともに、「大阪府医療対策協議会」での検討等を踏まえ、小児を含む救急医療や周産期医療等の分野における医師確保を図った。また、令和６年４月から医師に対する時間外・休日労働時間数の上限規制が適用されることを踏まえて、医療機関の勤務環境改善のため、「大阪府医療勤務環境改善支援センター」を通じた相談支援や、勤務医の労働時間の短縮に資する取組に対して補助等を実施するとともに、一定の要件を満たせば上限規制の緩和が可能な特定労務管理対象機関の指定を行った。

　さらに、看護職員の養成・確保、定着、再就業支援のため、看護師等養成所や院内保育所等に対する助成や、「大阪府ナースセンター」を通じて、職業紹介や再就業支援講習会の実施するなど看護職員の確保を図った。

１　大阪府地域医療確保修学資金等貸与事業（地域医療介護総合確保基金）
　　　　　　　　　　                     予  算  額 　１１１，０４４千円
　　　　　　　                           決  算  額 　１０９，８００千円
周産期医療や救急医療などの分野における医師確保を図るため、医学生に対し、貸与後一定期間、これらの分野のうち知事の指定する医療機関で勤務することを返還免除条件とする修学資金を貸与した。

（貸与実績）新規貸与者

　　　　　医学生（地域枠）      15名    １８，０００千円
　　　 継続貸与者
医学生（地域枠）　　　77名　　９１，８００千円
２　地域医療支援センター運営事業（地域医療介護総合確保基金）
予　算　額　　６０，３７９千円
決　算　額　　２９，１３９千円
地域医療に従事する医師のキャリア形成を支援しながら、地域や診療科間のバランスのとれた医師確保を推進するため、地域医療支援センターを運営した。
医師確保計画の策定にあたり、計画を実効性あるものとするため、府内の医療需要や医師の勤務実態等の調査の集計及び分析業務を委託により実施した。

３　女性医師等就労環境改善事業（地域医療介護総合確保基金）
予　算　額　　１４４，４０１千円
決　算　額　　１２９，８８６千円
女性医師等の離職防止と定着を図るため、勤務環境の改善や復職支援への取り組みを実施する二次救急告示医療機関、総合・地域周産期母子医療センター等に対して補助を行った。

（補助実績）36医療機関　１２９，８８６千円
　○　根拠法令等　大阪府女性医師等就労環境改善事業補助金交付要綱
４　産科小児科担当医等手当導入促進事業（地域医療介護総合確保基金）
　予　算　額　　　１２９，７２４千円

    決　算　額　　　  ９５,６７１千円
母子の保健医療を支える医師等を確保するため、分娩手当・研修医手当や新生児担当医手当を支給する医療機関に対して補助を行った。

（補助実績）72医療機関　９５,６７１千円
　○　根拠法令等　大阪府産科医分娩手当導入促進事業等補助金交付要綱
５　自治医科大学関係　
　　　　　　　　　　                  予  算  額　　１２９,８９１千円
　　　　　　　                          決  算  額　　１２９,８９１千円
　　　　　　　                        
地域医療に対する気概と高度な医療能力を持つ医師の養成を図るため、学校法人自治医科大学に府内の高等学校卒業生等を入学させ、その運営費を負担した。
６　医療対策協議会関係　
　　　　　　　　　　                 予  算  額　　　　２，３２０千円
　　　　　　　                              決  算  額　　　　１，０６９千円

救急医療、周産期医療、小児救急を含む小児医療及び総合医療等の医療従事者の確保その他大阪府において必要な医療の確保に関する必要な施策について協議するため、病院の管理者等の関係者による会議を開催した。
	
	委　員　総　数


	 開 催 日 



	医療対策協議会
	14名
	令和６年６月18日
令和６年９月４日
令和６年11月27日
令和７年１月21日
令和７年３月17日

	医師派遣部会
	8名
	―


　　　〇根拠法令　医療法第３０条の２３、大阪府附属機関条例
７　臨床研修病院等審査事業関係　
予  算  額　　　　１，０５４千円

　　　　　　　                                 決  算  額　　　　　　２１３千円

臨床研修病院のプログラム審査その他指定に関する審査を実施した。臨床研修病院の指定等については、各病院が作成する臨床研修プログラムが国の定める基準を満たすかどうか、書面及び実地において、審査した。

　　書面審査は府担当課、実地調査は府担当職員（医師職及び事務職）が実施した。
〇根拠法令　医師法第１６条の２第１項
８　医療従事者の勤務環境改善支援及び医師の働き方改革の推進
（１）医療勤務環境改善支援センター運営事業（地域医療介護総合確保基金）
予  算  額　４３，１０４千円

　　　　　　　                                 決  算  額　４３，１０４千円

　　医師・看護職員をはじめとした医療従事者の勤務環境改善の促進に向け、先進事例の情報収集、経営・勤務環境改善に関する調査分析、医療機関への個別支援・フォローアップ等を実施するため、「大阪府医療勤務環境改善支援センター」を運営した。

　　　　（事業委託先）一般社団法人　大阪府私立病院協会

　　　　（委託期間）　令和６年４月１日～令和７年３月31日
（２）勤務医の労働時間短縮に向けた体制整備（地域医療介護総合確保基金）
予  算  額　　３，８１５，１３２千円

　　　　　　　                      決  算  額　　２，８５７，０５３千円
令和６年４月から医師の時間外・休日労働時間の上限規制の適用が開始となり、医師の労働時間短縮を着実に進めていくために国の支援メニューが改正され、事業の対象となる医療機関の追加や、新たな事業が設定されたことから、複数主治医制の導入やＡＩ問診システム等の機器整備など、働きやすい環境の整備につながる取組について、大学病院や医師の育成に重要な役割を担う医療機関を新たに支援対象として追加するとともに、小児、周産期、救急などの医療を提供し、長時間労働の傾向にある医療機関における医師の負担軽減等を目的に、医師を派遣する大学病院等に対し、新たな財政支援を行った。
（補助実績）19医療機関　３，００３，３５３千円

（３）特定労務管理対象機関の指定　
　　令和６年４月以降、勤務医の時間外・休日労働時間は、年960時間が上限となるが、救急医療を担う医療機関等でやむを得ず、年960時間を上回る必要がある場合は、都道府県知事から特定労務管理対象機関の指定を受けて年1,860時間に上限を緩和することができる。
この指定等について審議するため、大阪府医療審議会に働き方改革部会を設置し、令和６年２月10日～14日まで書面持ち回り開催の上、１機関を追加指定した。

	指定した
特定労務管理対象機関数
	内訳

	
	
	

	31機関
	特定地域医療提供機関（B水準）※１
	29件
	

	
	連携型特定地域医療提供機関（連携B水準）※２
	５件
	

	
	技能向上集中研修機関（C-1水準）※３
	14件
	

	
	特定高度技能研修機関（C-2水準）※４
	４件
	


　※１　地域の医療提供体制の確保のために医師の労働時間が長時間となるもの

　※２　他の医療機関へ医師の派遣を行うことによって医師の労働時間が長時間となるもの
　※３　集中的に技能向上を図るために研修医・専攻医の労働時間が長時間となるもの

　※４　特定分野の高度技能修得のために当該研修を受ける医師の労働時間が長時間となるもの
９　専門医認定支援事業補助金（国庫補助金）
　予  算  額　　５，４４２千円

　　　　　　　                                    決  算  額　　　　　　０千円
　
新専門医制度の研修開始に伴う医師偏在の拡大を防止するため、地域医療支援センターのキャリア支援プログラムに基づいた専門医研修の実施にあたり、研修プログラムを策定し、医師不足地域の医療機関へ指導医の派遣等を行う医療機関に対して必要な経費の補助を行った。
（補助実績）０医療機関　０千円
　○　根拠法令等　大阪府専門医認定支援事業補助金補助金交付要綱
10　医師等免許関係
予  算  額　　５９１千円

　　　　　　　                                    決  算  額　　５２２千円

（１）医師等免許の申請経由処理件数　
	種　別
	免許交付
	再交付
	籍訂正

書　換
	抹　消
	返　納
	計

	医師
	657
	50
	349
	113
	２
	1171

	歯科医師
	171
	21
	86
	79
	３
	360

	診療放射線技師
	233
	９
	79
	２
	０
	323

	理学療法士
	850
	27
	280
	０
	０
	1157

	作業療法士
	355
	22
	177
	０
	０
	554

	視能訓練士
	64
	４
	37
	０
	０
	105


○根拠法令　医師法・歯科医師法・理学療法士及び作業療法士法・診療放射線技師法・視能訓練士法
（２）死体解剖資格認定申請経由処理件数　
	資格認定申請
	再交付
	返納
	住所変更届
	計

	４
	０
	０
	０
	４


○根拠法令　死体解剖保存法
11　看護師等免許関係

予　算　額　１０，８１３千円

決　算　額　　４，６４４千円
（1） 看護師等免許の申請経由処理件数　
	種　別
	免許交付
	再交付
	籍訂正

書　換
	抹　消
	返　納
	計

	保健師
	439
	25
	418
	０
	０
	882

	助産師
	184
	３
	134
	０
	２
	323

	看護師
	4640
	340
	3312
	７
	10
	8309


○根拠法令　保健師助産師看護師法
（２）看護師等養成所の指定等に関する業務　
平成27年度から准看護師等学校養成所に加え、看護師等養成所の指導・監督を行っている。

1 看護師等養成施設の管轄　　40施設　55課程
2 看護師等養成施設の指定・変更承認　　34件
看護師等養成施設の指定・変更承認に伴う調査等 　38件

3 看護師養成所の定期指導調査　　10件（10校15課程）

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　○　根拠法令　保健師助産師看護師法施行令

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　保健師助産師看護師学校養成所指定規則

                                                 大阪府看護師等養成所指導調査規程

≪府内の養成状況（令和６年４月現在 入学定員）≫

○　専門学校等・高等学校
	区分
	保健師
	助産師
	看護師
	統合
	５年
１貫
	准看
護師

	
	
	
	３年
課程
	２年
課程
	
	
	

	専門学校等（施設数）
	0
	3
	33
	4
	1
	0
	6

	高  校
	0
	0
	0
	0
	0
	2
	1

	入学定員計
	0
	45
	1,928
	165
	40
	110
	450


※
通信制課程の入学定員を除く。　
○　大学院・大学・短大

	大学院・大学・短大（学校数）
	23校


　　※大学院・大学・短大における看護師養成数は2,030人

（３）普及啓発
1 　看護の日記念行事　　

看護の日（毎年５月12日）及び看護週間を記念して、府民に看護の心を啓発するため、関係団体との共催で看護の日記念行事を実施した。
実施主体　看護の日～ハートフル大阪２１～実行委員会

（構成団体）大阪府、大阪市、堺市、東大阪市、高槻市、豊中市、枚方市
（公社）大阪府看護協会、（一社）大阪府医師会、（一社）大阪府病院協会、
（一社）大阪府私立病院協会、（一社）大阪精神科病院協会、
（一社）日本精神科看護協会大阪府支部、（公社）大阪府臨床検査技師会、
（一社）大阪府訪問看護ステーション協会
2 看護事業功労者の表彰　
府内に就業する保健師、助産師、看護師、准看護師で、永年にわたり看護業務に精励し、その功績が顕著な者を表彰した。

職能別表彰者

	保健師
	助産師
	看護師
	准看護師
	計

	１名
	３名
	41名
	５名
	50名


3 一日看護師体験　
看護への理解を深め、将来の進路選択の際に看護師をめざす生徒を増やすことを目的に、大阪府内の高校２年生を対象に、病院で一日看護師体験を実施している。
　令和２年度から令和４年度までは、新型コロナウイルス感染症の影響で実施できなかったため、令和５年度は対象を高校３年生まで広げ、実施した。令和６年度は、新型コロナの影響がほぼなくなったため、平常どおり高校２年生を対象に実施した。

12　看護師等修学資金の貸与

（１）看護師等修学資金の貸与　
予  算  額　　　３８５千円

決  算  額　　　１３１千円

看護職員の確保と免許取得後の府内定着を図るために府内の学校・養成所に在学する者のうち希望者に対し貸与した修学資金の管理業務を行った。

○　根拠法令等　大阪府看護師等修学資金貸与規則

（２）看護師等修学資金貸付金ＩＣＴ化事業（地域医療介護総合確保基金）

予  算  額　４，８１３千円
　　　　　　　　　　　　決  算  額　３，３１５千円
貸付金の管理及び未収金の回収業務について、管理業務の減少に伴い直営化し、事業の適正化及び未収金の効果的な収納を図った。

13　看護職員の養成・質の向上

（１）看護師の教育指導（地域医療介護総合確保基金）

予　算　額　　１４，３６１千円
決　算　額　　１４，３６１千円

看護教員養成講習会及び実習指導者講習会

看護師等学校養成所の看護教員及び実習指導者の資格取得講習会を次のとおり実施した。

ⅰ 専任教員養成講習会
ア　講習期間　　令和６年５月７日～令和６年１１月２２日
イ　講習場所　　大阪府看護協会「ナーシングアート大阪」
ウ　受講人数　　45名
ⅱ 実習指導者講習会
ア　講習期間
(第1回)　令和６年５月24日～令和６年７月５日

(第2回)　令和６年９月17日～令和６年10月30日

(第3回)　令和７年１月７日～令和７年２月18日
イ　講習場所　　大阪府看護協会「ナーシングアート大阪」
ウ　受講人数　　239名（第１回：79名，第２回：80名，第３回：80名）

　　　　

　ⅲ（特定分野）実習指導者講習会

　　　　　　

ア　講習期間　　令和６年１１月５日～令和６年１１月26日
イ　講習場所　　大阪府看護協会「ナーシングアート大阪」
ウ　受講人数　　36名
（２）新人看護職員研修（地域医療介護総合確保基金）

予　算　額　　１６５，１２３千円

決　算　額　　１２０，５６３千円
1 新人看護職員研修及び医療機関受入研修　
新人看護職員の基本的な臨床実践能力の獲得及び早期離職防止を図るため、新人看護職員研修を行った病院等に対して補助を行った。

　　　　　（補助実績）　169医療機関　　１１９，３３２千円
　　　　○　根拠法令等　大阪府新人看護職員研修事業補助金交付要綱

2 多施設合同研修　
採用数が少ない等の理由により、単独で研修を実施することができない中小規模病院等の新人看護職員を対象に、病院等で行うガイドラインに沿った新人看護職員研修を補完する研修を実施した。
ア　講習期間　　令和６年６月10日から令和７年２月７日まで

イ　講習場所　　府内６ヵ所

（豊能・三島、堺・大阪市北、北河内、北河内・大阪市東、中河内、南河内・泉州・大阪市南）

ウ　受講人数　  203名

（３）看護師等養成所運営費補助事業（地域医療介護総合確保基金）

予　算　額　　　　７８８，８８０千円
決　算　額　　　　６８９，９５５千円
看護師等養成所の充実強化を図るため、保健師助産師看護師法に基づき指定を受けた看護師等学校養成所の運営に対して補助を行った。

（対象施設）44校

　　　助産師課程　　　　　　　　３校　　　　　　　　看護師３年課程　　 　　  ２６校

看護師２年課程全日制　　　２校　　　　　　　　看護師２年課程定時制 　  ５校

通信制　　　　　　　　  　２校　　　　　　　　准看護師課程　　　　　　 ６校
（補助実績）６９０，１２４千円
○ 根拠法令等　大阪府看護師等養成所運営費補助金交付要綱
（４）看護師等養成所施設整備補助事業（地域医療介護総合確保基金）

予　算　額　　　　３８，５６０千円
決　算　額　　　　１０，８６７千円
看護師等養成所の充実強化を図るため、保健師助産師看護師法に基づき指定を受けた看護師等学校養成所の施設整備に対して補助を行った。

（補助実績）１校　１０，８６７，０００千円
（５）地域で活躍するICN育成事業　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額６，０００千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額３，４２０千円

府の施策に協力する意思を示した病院に対して、ICN研修受講料の一部を補助を行った。
（補助実績）７病院　３，４２０千円
14　看護職員の定着促進
大阪府における潜在看護職員の確保、養成拠点として「大阪府ナースセンター」を運営した。

（１）ナースセンター事業（一部地域医療介護総合確保基金）

予　算　額　　６０，０３３千円　千円
決　算　額　　６０，０３３千円　千円
1 　就業協力員事業

潜在看護職員復帰支援事業の円滑な実施のため、啓発・広報や府内医療機関やハローワーク等関係機関との連携等を行う就業協力員を、ナースセンターに配置した。

○　根拠法令　看護師等の人材確保の促進に関する法律
2 　無料職業紹介の実施

ナースバンク登録者や、看護師等の届出制度のデータを活用して、無料の就業相談、就職斡旋を行うとともに、医療機関等に対して雇用に関する相談を行った。

○　設置場所   大阪府ナースセンター（大阪府看護協会「ナーシングアート大阪」）

○　相談日時   ９：００～１７：００（平日）

○　求人数    2,618名
○　求職者数    1,096名
○　就業者数    　644名
3 　各種講習会の実施

　　　　　復職応援セミナー　　　　36回（受講者　374名）
リフレッシュ研修　　　　　　　　２回（受講者　73名）
災害・感染時等に必要な専門研修　16回（受講者　705名）
無料就職相談会　　　　　　　　　７回（参加者　210名、参加施設　145施設）　　　　　

4 　その他

ナースセンター認知度向上、看護師等の届出制度の周知、新しい医学、看護技術・知識等を提供するために、大阪府看護協会機関誌「ＯＳＡＫＡ看護だより」への記事の掲載及び「看護師等養成所案内（2024看護への道）」の配布を行った。

（２）潜在看護師等オーダーメイド研修事業（地域医療介護総合確保基金）

予　算　額　　１５，０００千円
決　算　額　　１５，０００千円
　　　　府内の潜在看護師等が希望する看護分野への再就業に必要な技術、実践的な演習を行うための研修を行った。
○　根拠法令等　潜在看護師等の再就業のためのオーダーメイド研修実施要領
（３）病院内保育所施設整備事業（地域医療介護総合確保基金）
予　算　額　　３８，７３３千円
決　算　額　　　　　　　０千円
1 　病院内保育所施設整備事業

看護師を含む医療従事者の定着対策並びに再就業を促進するため、病院内保育所を新設する病院に対して補助を行う事業。令和６５年度は補助希望の医療機関が無く、実績が無かった。

○　根拠法令等　大阪府病院内保育所施設整備費補助金交付要綱

2 　看護師勤務環境改善施設整備事業

看護職員の勤務環境を改善することにより、看護職員の定着促進を図るため、カンファレンスルーム等の整備を行う病院に対して補助を行う事業。令和６年度は補助希望の医療機関が無く、実績が無かった。

○　根拠法令等　大阪府看護師勤務環境改善施設整備費補助金交付要綱

（４）病院内保育所運営費補助事業（地域医療介護総合確保基金）
予　算　額　　３０６，０３７千円

決　算　額　　２０８,０８８千円

看護師を含む医療従事者の定着対策並びに再就業を促進するため、－定の要件を備えた院内保育施設の運営（保育士等の人件費）に対して補助を行った。
（対象施設）　83ヶ所
Ａ型特例　　　　       　38ヵ所　　　　　　　Ａ　型　　　　　　36ヵ所

Ｂ　型　　    　　　　　 ８ヵ所　　　　　　Ｂ型特例　　　　　１ヵ所
（補助実績）２０８,０８８千円

○　根拠法令等　大阪府病院内保育所運営費補助金交付要綱
15　外国人看護師候補者資格取得支援事業（国庫補助金）

予　算　額　　　１，６３１千円
決　算　額　　　１，６３１千円

　　　経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき入国する外国人看護師の円滑かつ適正な受け入れが実施できるよう、外国人看護師候補者を受け入れた施設に対し補助を行い、日本で就労する上で必要となる日本語能力の習得及び、外国人看護師候補者を受け入れる施設の研修支援体制の充実を図った。
（補助実績）１医療機関　１，６３１千円

　　　　○　根拠法令等　大阪府外国人看護師候補者資格取得支援事業補助金交付要綱

16　看護補助者処遇改善支援事業（国庫補助金）
予　算　額　　　１９９，６０６千円
決　算　額　　　１８８，２９１千円

　　　看護補助者の確保及び定着を促進するため、医療機関が看護補助者を対象に実施する継続的な賃金改善に対し補助を行った。
（補助実績）293医療機関　１８８，２９１千円

